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児童福祉法の理念改正と新しい社会的養育ビジョン
Revision of the child welfare low a principle and New Social care vision
波田埜 英 治＊
要 約
「児童福祉法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第63号。）が2016（平成28）年月27日に法
案が成立し、児童福祉法の理念等大幅な改正された。改正法は、一部を除き2017（平成29）年月よ
り施行された。そして、改正された児童福祉法の理念を具体化するため、「社会的養護の課題と将来
像」（平成23年月）を全面的に見直し、「新しい社会的養育ビジョン」とそこに至る工程が示された。
新たなビジョンの内容は、施設での支援から代替養育、養子縁組と、社会的養育分野の課題と改革の
具体的な方向性が打ち出された。この論文では、改正された児童福祉法の理念と新しい社会的養育ビ
ジョン内容と方向性について検証する。
キーワード：児童福祉、社会的養護
．はじめに
2015年月に社会保障審議会児童部会「新たな子
ども家庭福祉の在り方に関する専門委員会」が立ち
上がり、2016年月に報告書が提出されている。そ
の報告に基づき、2016（平成28）年月27日に児童
福祉法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第
63号。以下「改正法」という。）が法案成立した。
改正の趣旨は、「全ての児童が健全に育成されるよ
う、児童虐待について発生予防から自立支援までの
一連の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法
の理念を明確化するとともに、子育て世代包括支援
センターの法定化、市町村及び児童相談所の体制の
強化、里親委託の推進等の措置を講ずる。」とされ
た。改正法を受けて、新たな社会的養育の在り方に
関する検討会で幾多もの検討を経て、「新しい社会
的養育ビジョン」が平成29年月31日付で出され
た。新しい社会的養育ビジョンの実現に向けた工程
では、平成28年改正児童福祉法の原則を実現するた
め、①市区町村を中心とした支援体制の構築、②児
童相談所の機能強化と一時保護改革、③代替養育に
おける「家庭と同様の養育環境」原則に関して乳幼
児から段階を追っての徹底、家庭養育が困難な子ど
もへの施設養育の小規模化・地域分散化・高機能化、
④永続的解決（パーマネンシ―）保障の徹底、⑤代
替養育や集中的在宅ケアを受けた子どもの自立支援
の徹底などをはじめとする改革項目について、速や
かに平成29年度から改革に着手し、目標年限を目指
し計画的に進める。なお、市区町村の支援の充実に
より、潜在的ニーズが掘り起こされ、代替養育を必
要とする子どもの数は増加する可能性が高いことに
留意して計画を立てるとされた。この論文では、
2016年の児童福祉法改正法を受けて出された新しい
社会的養育ビジョンを検証する。
．改正法での改正の概要
）児童福祉法の理念の明確化等「児童の福祉を保
障するための原理の明確化」
改正の趣旨は児童福祉法（昭和22年法律第164号）
の理念規定は、昭和22年の制定時から見直されてお
らず、児童が権利の主体であること、児童の最善の
利益が優先されること等が明確でないといった課題
が指摘されていた。このため、児童福祉法におい
て、児童は、適切な養育を受け、健やかな成長・発
達や自立が図られること等を保障される権利を有す
ることを、児童福祉法第条（総則の冒頭）に位置
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付け、その上で、国民、保護者、国・地方公共団体
が、それぞれこれを支える形で、児童の福祉が保障
される旨を明確化された。
）家庭と同様の環境における養育の推進
改正の趣旨は、家庭は、児童の成長・発達にとっ
て最も自然な環境であり、児童が家庭において心身
ともに健やかに養育されるよう、その保護者を支援
することが重要であることから、その旨を法律に明
記された。一方、保護者により虐待が行われている
など、家庭で適切な養育を受けられない場合に、現
状では児童養護施設等の施設における養育が中心と
なっているが、家庭に近い環境での養育を推進する
ため、養子縁組や里親・ファミリーホームへの委託
を一層進めることが重要である。このため、こうし
た場合には、家庭における養育環境と同様の養育環
境において、継続的に養育されることが原則である
旨を法律に明記する。ただし、専門的なケアを要す
るなど、里親等への委託が適当でない場合には、施
設において養育することとなるが、その場合におい
ても、できる限り小規模で家庭に近い環境（小規模
グループケアやグループホーム等）において養育さ
れるよう必要な措置を講じなければならない旨を法
律に明記された。これらの規定に基づき、養子縁組
や里親・ファミリーホームへの委託を積極的に推進
することが重要である。特に就学前の乳幼児期は、
愛着関係の基礎を作る時期であり、児童が安心でき
る、温かく安定した家庭で養育されることが重要で
あることから、養子縁組や里親・ファミリーホーム
への委託を原則とされた。
）市町村・都道府県・国の役割と責務の明確化
改正の趣旨は、児童の福祉を保障するためには、
その担い手となる市町村、都道府県、国それぞれが、
自らの役割・責務を十分に認識し、円滑かつ効果的
にその事務を遂行する必要がある。しかし、現行の
児童福祉法では、その役割・責務は、様々な規定に
分散し、必ずしも明確でなかったので、改正法では、
市町村、都道府県、国それぞれの役割・責務につい
て、児童福祉法の総則に規定し、明確化された。
．新しい社会的養育ビジョン
）新しい社会的養育ビジョンの意義
新しい社会的養育ビジョン（以下、新ビジョンと
いう）の意義は、虐待を受けた子どもや、何らかの
事情により実の親が育てられない子どもを含め、全
ての子どもの育ちを保障する観点から、平成28年の
児童福祉法改正では、子どもが権利の主体であるこ
とを明確にし、家庭への養育支援から代替養育まで
の社会的養育の充実とともに、家庭養育優先の理念
を規定し、実親による養育が困難であれば、特別養
子縁組による永続的解決（パーマネンシー保障）や
里親による養育を推進することを明確にされたこと
にある。
）新ビジョンの骨格
新ビジョンの骨格は、地域の変化、家族の変化に
より、社会による家庭への養育支援の構築が示さ
れ、子どもの権利、ニーズを優先し、家庭のニーズ
も考慮してすべての子ども家庭を支援するために、
身近な市区町村におけるソーシャルワーク体制の構
築と支援メニューの充実を図らなければならないと
された。具体的な施策として、在宅支援で示された
ものは以下の通りである。①「保育園の質の向上お
よび子ども家庭への支援」子どもを保育する保育士
数の増加やソーシャルワーカー、心理士の配置等を
目指すこと。②「貧困家庭の子ども、障害のある子
どもや医療的ケアを必要とする子どもへの支援」子
どもの状態に合わせた多様なケアを充実させるとと
もに、虐待や貧困の世代間連鎖を断ち切れるライフ
サイクルを見据えた社会的養育システムの確立や自
立支援を行うことと、妊産婦への施策（例えば、産
前産後母子ホームなど）の充実を図ることが示され
た。③「虐待の危険が高いなどで集中的な在宅支援
が必要な家庭への支援」児童相談所の在宅指導措置
下において、市区町村が委託を受けて集中的に支援
を行うなど在宅での社会的養育としての支援体制を
構築し、親子入所機能創設などのメニューも充実さ
せて分離しないケアの充実を図ることも示された。
）親子分離が必要なケースの場合
親子分離が必要なケース場合において示されたの
は以下の通りである。①一時保護も含めた代替養育
のすべての段階において、子どものニーズに合った
養育を保障するために、代替養育はケアニーズに応
じた措置費・委託費を定める。②代替養育は家庭で
の養育を原則とし、高度に専門的な治療的ケアが一
時的に必要な場合には、子どもへの個別対応を基盤
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としたできる限り良好な家庭的な養育環境を提供
し、短期の入所を原則とする。③里親を増加させ、
質の高い里親養育を実現するために、児童相談所が
行う里親制度に関する包括的業務（フォスタリング
業務）の質を高めるための里親支援事業や職員研修
を強化するとともに、民間団体も担えるようフォス
タリング機関事業の創設を行う。④代替養育に関し
ては、児童相談所は、適切な家庭復帰計画を立てて
市区町村や里親等と連携して永続的解決を目指す。
そして、家庭復帰が不可能なケースの場合には児童
相談所が養子縁組といった永続的解決を目指した
ソーシャルワークを行えるように徹底する。さら
に、特別養子縁組は重要な選択肢であり、法制度の
改革を進めるとともに、これまで取組が十分とはい
えなかった縁組移行プロセスや縁組後の支援を強化
することが示された。
．新ビジョンが示す代替的養護の方向
性の検証
）新ビジョンの方向性
「新たな子ども家庭福祉に関する専門委員会」報
告書による児童福祉法の抜本改正を受け、社会的養
育の新しいビジョンを実現するためには、改革が必
要であることを示している。具体的には、児童福祉
法第条のの家庭養育の原則を実現するために
は、家庭維持のための市区町村を中心とした支援体
制を早急に構築すること。そして、代替養育におけ
る施設養育から家庭養育への移行の徹底を、計画性
をもって実施することである。
従って、最初の数年間は、市区町村の体制整備と
並行して、里親のリクルートから支援及び永続的解
決を図るフォスタリング機関事業による質の高い里
親養育体制の確立を最大のスピードで実現すること
である。そして、里親委託の拡充を図ることを最優
先課題とし、特に就学前の子どもの代替養育におけ
る里親原則の実現を図ることが示されている。
代替養育における里親原則の実現を図るために
は、現在乳幼児の代替養育の主たる担い手となって
いる乳児院の多機能化・機能転換を示している。し
かし、代替養育を必要とする子どもの数の増加を見
込んで、学童期以降の施設入所可能枠は一定期間維
持していく必要も示された。そして、子どものケア
ニーズに応じた措置費の支弁の在り方を早急に検討
し、施設養育を「できる限り良好な家庭的養育環境」
に近づける方策をとるとともに、施設の多機能化・
機能転換が図られるべきである。なお、子どもの発
達のニーズから考え、家庭養育の原則の実現は、乳
幼児を最優先として概ね年以内をめどに、学童期
以降は概ね10年以内を目途に「原則 里親委託」を
実現すべきであることが示されたのである。
）里親中心の社会的養護への検証
福祉行政報告例（平成29年月末現在）の都道府
県別の里親等委託、乳児院、児童養護施設の児童数
割合によれば、里親委託された子どもの数は6,546
人（18.3％）である。一方、乳児院に入所した子ど
もの数は2,801人（7.8％）、児童養護施設に入所し
た子どもの数は26,449人（73.9％）割であり、里親
委託と乳児院・児童養護施設入所の割合は18.3％対
81.7％である。そして、在籍児童数1)は里親が
5,018人、乳児院は3,094人、児童養護施設は28,646
人であり、里親委託と乳児院・児童養護施設入所の
割合は里親委託が14％、乳児院・児童養護施設の入
所児童数割合が86％である。
児童養護施設の入退所状況（平成27年度中）によ
ると、平成27年度新規入所児童数（新規又は措置変
更）は4,943人で、内訳は他の児童福祉施設が1,065
人、家庭からが3,825人、その他からが53人であっ
た。他の児童福祉施設からの変更前内訳を見ると里
親が76人、ファミリーホーム20人、乳児院が577人、
児童養護施設が146人であった。（＊乳児院の577人
は子どもが歳になったことによる措置変更だと考
えられるので入所児童数から削除する）。里親
（ファミリーホームを含む）から児童養護施設へ措
置変更された子どもの数は96人（1.9％）、児童養護
施設から他の児童養護施設へ措置変更された数は
146人（2.9％）となり、里親からよりも他の児童養
護施設からの措置変更された子どもの数が多く見え
るが、以前の委託数や措置児童数で計算すると、里
親からの措置変更が1.4％、児童養護施設からの措
置変更は0.6％となり、里親からの措置変更率が高
い。さらに、平成27年度の乳児院退所児童数では、
児童福祉施設等へ措置変更された子どもの数は
1,017人であった。内訳は里親委託数261人（2.5％）
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1）「在籍機関別在籍児童数（平成28年月日現在在籍児童）社会的養護の現状に関する調査（家庭福祉課調べ）。厚生
労働省児童家庭局
に比べ、児童養護施設への措置変更数は645人
（63％）と非常に高い比率になっている。
今まで述べてきたデータからは、現在までは施設
養護中心であり、子どもの最善の利益のために家族
分離をやむないケースの場合は、施設入所（児童相
談所による児童福祉施設入所措置）という形を多く
とってきたといえる。そして、児童養護施設等では
施設入所後には保護者支援や親子関係の再構築のた
めのケアを行いながら、子どもの自立までの長い見
通しをたてながら子どもたちへのケアを実践してき
た実績がある。これらのことを踏まえて施設養護を
減らして里親委託を中心とした新ビジョンが本当に
実現できるのかということを慎重に再検証する必要
があると思う。そして、児童福祉法の新たな理念を
保障するために新ビジョン方向性は理解できるが、
社会的養護を必要とする子どもたちに、子どもの最
善の利益を前提として、子どもたち自身が安定的・
継続的な養育を受ける権利を保障するための現実味
がある数値の再検討が必要ではないかと考える。
．終わりに
児童福祉法第条のは、子どもの養育について
の国・地方公共団体の責任を明記している。それ
は、第一に、子どもが家庭において健やかに養育さ
れるよう保護者を支援すること。第二に、児童を家
庭において養育することが困難でありまたは適当で
ない場合にあっては、児童が家庭における養育環境
と同様の養育環境において継続的に養育されるこ
と。そして第三に、それも適当でない場合にあって
は、児童ができる限り良好な家庭的環境において養
育されることを保障するための必要な措置をとるこ
とである。そして、新ビジョンでは良好な家庭的環
境について示された方向性は、養子縁組の強化とと
もに、里親を性急に増大させ、施設を高機能化させ
る計画を示している。
代替的養護において子どもと養育者との関係は
パーマネンシーが重要であるとし、その解決のあり
方として、実親家庭への復帰と特別養子縁組など新
たな家庭環境の提供を提示している。さらに実親家
庭への復帰か、特別養子縁組かを決するまでの期間
を年以内とし、それまで暫定的に入所する施設で
の在所期間を最大でも年とする方針を示した。こ
れらは、本当に子どもの最善の利益を保証するため
の政策として良い方向性に向かうのかを検証する必
要がある。
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